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一般会計決算の概要
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１ 決算の全体像

１

◇歳入は、 ６，３３６億円。（対前年度比 ＋ 67億円）

◇歳出は、 ６，３０２億円。（対前年度比 ＋ 89億円）

◇実質収支は、 １３億円。（対前年度比 ± 0億円）

(単位：億円)

注）本資料の数値については、表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある

区　　　　分 令和３年度 令和２年度 増 減 額 増 減 率

最 終 予 算 額 Ａ 748,797 730,434 18,363 2.5%

歳 入 決 算 額 Ｂ 633,604 626,857 6,747 1.1%

歳 出 決 算 額 Ｃ 630,177 621,255 8,921 1.4%

収支差引額(Ｂ－Ｃ) Ｄ 3,427 5,602 △ 2,175 △ 38.8%

翌 年 度 繰 越 額 Ｅ 75,317 68,447 6,870 10.0%

う ち 繰 越 財 源 Ｆ 2,078 4,296 △ 2,219 △ 51.6%

実 質 収 支 ( Ｄ － Ｆ ) Ｇ 1,350 1,306 44 3.4%

（単位：百万円）



２ 一般会計 歳入の状況

２

◇主要な一般財源は、県税（＋61億円）、地方消費税清算金（＋44億円）、地方交付

税（＋229億円）や、臨時財政対策債（＋48億円）などの増加により、404億円の増。

◇このほか、国庫支出金（＋141億円）が増加したものの、繰入金（△153億円）、

諸収入（△250億円）、臨時財政対策債を除く県債（△75億円）などが減少。

 　(単位：百万円、％）

令和３年度 令和２年度

決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率
Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ/Ｂ

1 127,264 121,174 6,091 5.0

2 56,304 51,855 4,449 8.6

3 23,265 21,108 2,157 10.2

4 888 930 △ 42 △ 4.6

5 182,458 159,594 22,864 14.3

6 308 326 △ 18 △ 5.5

7 784 663 121 18.2

8 7,110 7,147 △ 37 △ 0.5

9 145,608 131,530 14,078 10.7

10 578 810 △ 232 △ 28.6

11 143 376 △ 234 △ 62.0

12 7,144 22,483 △ 15,339 △ 68.2

13 5,602 5,094 508 10.0

14 13,535 38,542 △ 25,007 △ 64.9

15 62,612 65,224 △ 2,612 △ 4.0

16 う ち 臨 時 財 政 対 策 債 23,633 18,787 4,846 25.8

合 計 633,604 626,857 6,747 1.1

413,812 373,449 40,364 10.8

比 較

県 債

諸 収 入

繰 越 金

繰 入 金

寄 附 金

財 産 収 入

国 庫 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

款　　　　　　別

うち主要な一般財源(1～5､16)

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 清 算 金

県 税

分 担 金 及 び 負 担 金

交通安全対策特別交付金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

財産収入
578(0.1)

地方消費税
清算金

56,304(8.9)

地方譲与税
23,265(3.7)

地方交付税 182,458
(28.8)

繰入金
7,144(1.1)

単位：百万円
（ ）構成比 ％諸収入

13,535(2.1)

その他 6,053(1.0)

使用料及び手数料
7,110(1.1)

地方特例交付金
888(0.1)

県 税
127,264(20.1)

県債
62,612(9.9)

うち臨時財政
対策債

23,633（3.7）

国庫支出金
145,608(23.0)

分担金及び負担金
784(0.1)

歳 入

633,604百万円



Ｒ３ Ｒ２ 増減額 増減率

127,264 121,174 6,091 5.0% 

うち個人県民税 47,870 48,507 △637 △1.3% 

　　法人事業税 21,360 18,470 2,890 15.6% 

　　地方消費税 19,079 17,578 1,500 8.5% 

　　配当割県民税 3,714 2,604 1,110 42.6% 

　 　株式等譲渡所得割県民税 4,244 2,872 1,373 47.8% 

56,304 51,855 4,449 8.6% 

23,265 21,108 2,157 10.2% 

うち特別法人事業譲与税 21,526 19,417 2,110 10.9% 

 地方消費税清算金

 地方譲与税

 県　　税

Ｒ３ Ｒ２ 増減額 増減率

182,458 159,594 22,864 14.3% 

　　普通交付税 180,083 157,424 22,658 14.4% 

　　特別交付税 2,376 2,170 206 9.5% 

23,633 18,787 4,846 25.8% 

 地方交付税

 臨時財政対策債

単位：百万円、［ ］内は令和２年度決算額

県税等

３

・地方財政計画において新型コロナウイルス感染症の影響により基準財政収入額の減少

が見込まれたこと、また、国の補正予算により地方交付税が増額されたことなどにより、

本県においても地方交付税と臨時財政対策債の総額が増加。

地方交付税
臨時財政対策債

２０６，０９１ ［１７８，３８２］ ＋２７，７１０ ＋１５．５％

・県税は、新型コロナウイルス感染症による業績の低下からの回復等により、法人事業税が

増加したことや、株式市場の好調により、配当割県民税や株式等譲渡所得割県民税が増

加したことなどから６１億円の増。

・地方消費税清算金は、個人消費の回復などにより４４億円の増。

２０６，８３４ ［１９４，１３７］ ＋１２，６９６ ＋６．５％



単位：百万円、［ ］内は令和２年度決算額

繰入金 ７，１４４ ［２２，４８３］ △１５，３３９ △６８．２％

４

・国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に呼応し、公共事業を推進。

・県債発行にあたっては、交付税措置がある有利な地方債を活用することとし、交付税措置

のない県債の発行を抑制。

令和３年度末県債残高 9,646億円（令和２年度末 9,793億円 △146億円）

令和３年度末県債残高のうち、交付税措置がなく、県税等で償還する額
3,541億円（令和２年度末 3,577億円 △ 36億円）

県 債

６２，６１２ ［６５，２２４］ △２，６１２ △４．０％

うち通常債 38,979［46,436］ △7,457 △16.1%

臨時財政対策債（再掲）

23,633［18,787] ＋4,846 ＋25.8%

・令和２年度に、県債管理基金繰入金を活用して臨時財政対策債の繰上償還を実施

（△15,000）。

・緊急に財政状況の改善を要する市町村の財政再建を支援したことなどにより、地域振興

基金繰入金が増加（＋1,459）。

諸収入 １３，５３５ ［３８，５４２］ △２５，００７ △６４．９％

・令和２年度に、奈良県道路公社からの清算金（△28,207）を受け入れたことなどにより、
減少。

１４５，６０８［１３１，５３０］ ＋１４，０７８ ＋１０．７％

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（△3,079）が減少したものの、新型

コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（＋16,176） や生活福祉資金貸付事業費補

助金（＋370）、新型コロナウイルス感染症セーフティネット交付金（＋334） などを積極的

に活用。

・公共土木施設の災害復旧事業費が増加したことから、災害復旧事業にかかる国庫支出

金が増加（＋707）。

国庫支出金



人件費
141,912(22.5)

扶助費
16,864(2.7)

公債費
81,725(13.0)

普通建設事業費等
90,718(14.4)

補助費等
212,507(33.7)

積立金
33,203(5.3)

物件費その他
50,906(8.1)

歳 出

630,177百万円

貸付金 2,341(0.4) 単位：百万円
（ ）構成比 ％

     (単位：百万円、％）

令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度
決 算 額 Ａ 決 算 額 Ｂ 増減額(Ａ－Ｂ) Ｃ 増減率　Ｃ／Ｂ

141,912 144,854 △ 2,942 △ 2.0

う ち 退 職 手 当 11,895 13,712 △ 1,817 △ 13.2

う ち 退 職 手 当 以 外 130,017 131,142 △ 1,125 △ 0.9

16,864 15,563 1,301 8.4

81,725 96,274 △ 14,549 △ 15.1

240,501 256,691 △ 16,189 △ 6.3

87,369 88,582 △ 1,214 △ 1.4

補 助 事 業 費 52,704 52,759 △ 54 △ 0.1

単 独 事 業 費 24,040 23,764 275 1.2

国直轄事業費負担金 10,625 12,059 △ 1,435 △ 11.9

3,350 2,374 975 41.1

90,718 90,957 △ 238 △ 0.3

27,374 17,826 9,548 53.6

5,256 4,927 329 6.7

212,507 194,552 17,955 9.2

う ち 県 税 交 付 金 等 54,329 49,032 5,298 10.8

33,203 37,286 △ 4,084 △ 11.0

0 152 △ 152 皆減

2,341 1,376 965 70.1

18,275 17,487 788 4.5

298,957 273,608 25,349 9.3

630,177 621,255 8,921 1.4

（ 一 般 施 策 経 費 ） 小 計

合 計

貸 付 金

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

繰 出 金

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

公 債 費

（ 投 資 的 経 費 ） 小 計

普 通 建 設 事 業 費

（ 義 務 的 経 費 ） 小 計

災 害 復 旧 事 業 費

区　　　　分

人 件 費

比　　　　　較

扶 助 費

５

３ 一般会計 歳出の状況

（１） 性質別

◇義務的経費は、人件費や公債費が減少したことにより、162億円の減。

◇投資的経費は、災害復旧事業費が増加した一方、普通建設事業費が減少した
ことにより、2億円の減。

◇一般施策経費は、新型コロナウイルス感染症対策を実施したことや、県税収入
等の増加に伴う県税交付金等の増加などにより、253億円の増。



H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

235 152 156 151 155 143 139 137 137 119

・退職手当は、定年退職者数の減により、減少。

【参考】退職手当決算額の推移 （単位：億円）

・退職手当以外については、教職員定数の減により、減少。

職員定数 △１０７人（知事部局等 ±０人 教職員 △１０７人 警察 ±０人）

・自主的な給与抑制措置は引き続き実施。

給与抑制措置 特別職 知事 △１０％、副知事・教育長 △５％、常勤監査委員 △４％

一般職 部・次長級 △3.0％、課長級 △2.0％、小規模長級 △0.5％

単位：百万円、［ ］内は令和２年度決算額

人件費

１４１，９１２ ［１４４，８５４］ △２，９４２ △２．０％

うち退職手当 11,895 ［ 13,712 ］ △1,817   △13. 2%

退職手当以外 130,017 ［131,142］ △1,125   △ 0.9%

公債費

８１，７２５ ［９６，２７４］ △１４，５４９ △１５．１％

うち元金 77,551 ［91,170］ △13,619 △14.9%

利子 4,174 ［ 5,104］ △ 929 △18.2%

・令和２年度に、県債管理基金を活用した臨時財政対策債の繰上償還を実施（△15,000）

したことなどにより、償還元金は減少。

・借入利率の低下により、利子は減少。

６

➢ 義務的経費（人件費、扶助費、公債費の合計）は、

令和２年度決算に比べ、１６２億円（１６，１８９百万円）の減。

歳出全体に占める構成比は、３．１ポイント低下

（ 令和２年度 ４１．３％ → 令和３年度 ３８．２％）。



・県経済の活性化や県民の安全・安心に資する事業に「選択と集中」を徹底。

主要施策を計画的に推進

大規模広域防災拠点整備、大和平野プロジェクトの推進、中町「道の駅」整備、平城宮跡東側

・南側整備、吉城園周辺地区整備、御所ＩＣ周辺産業集積地の形成、県立高校耐震化 など

国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」(Ｒ３～７)に呼応し、公共事業を推進

骨格幹線道路ネットワークの形成（国道１６８号香芝王寺道路、城廻り線等）

紀伊半島アンカールートの整備促進（国道１６８号阪本工区等）

（仮称）奈良インターチェンジ周辺の整備（西九条佐保線等）

水害、土砂災害、地震などに備え、ハード・ソフト両面からの防災・減災対策を推進

インフラ老朽化対策の計画的な推進 など

・国直轄事業費負担金は、紀伊山系における崩壊斜面対策工事等の進捗などにより減少。

普通建設事業費

８７，３６９ ［８８，５８２］ △１，２１４ △１．４％
うち補助事業費 52,704［52,759］ △ 54 △ 0.1%

単独事業費 24,040［23,764］ ＋ 275 ＋ 1.2%
国直轄事業費負担金 10,625［12,059］ △1,435 △11.9%

単位：百万円、［ ］内は令和２年度決算額

７

補助費等 ２１２，５０７ ［１９４，５５２］ ＋１７，９５５ ＋９．２％

・新型コロナウイルス感染症対策（＋8,627） 。

感染症患者の入院病床確保、生活福祉資金貸付原資造成補助金、ワクチン接種体制への支援、

制度融資（新型コロナウイルス感染症関連資金）による中小企業等への支援、市町村が行う飲食店

等営業時間短縮協力金の支給への上乗せ支援 など

・介護給付費負担金（＋511）、障害者自立支援給付費（＋958）、後期高齢者医療制度関

係費（＋389）など、引き続き、社会保障関係経費が増加。

・県税収入等が増加したことに伴い、県税交付金等が増加（＋5,298）。

災害復旧事業費 ３，３５０ ［２，３７４］ ＋９７５ ＋４１．１％

・国道１６９号高原トンネルの復旧事業の進捗などにより増加。

物件費 ２７，３７４［１７，８２６］ ＋９，５４８ ＋５３．６％

・新型コロナウイルスに感染した軽症者を受け入れる宿泊療養施設を確保（＋7,290）した

ことや、ワクチン接種した県民を対象に「ワクチン接種で安心飲食キャンペーン」を実施

（＋702）したことなどにより増加。



歳 出

630,177百万円

教育費
105,219(16.7)

県土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ費
74,601(11.8)

福祉保険費
97,378(15.5)

公債費
81,948(13.0)

諸支出金
54,329(8.6)

警察費 29,837(4.7)

食と農の振興費 10,302(1.6)

産業・観光振興費 26,667(4.2)

総務費 34,147(5.4)

雇用政策費 1,290(0.2)

水循環・森林・景観環境費 7,528(1.2)
議会費 1,005(0.2)

災害復旧費 3,343(0.5)

単位：百万円
（ ）構成比 ％

医療政策費
67,870(10.8)

文化・教育・くらし
創造費 34,712(5.5)

 (単位：百万円、％）

令和３年度 令和２年度
決　算　額 決　算　額 増　減　額 増　減　率

Ａ Ｂ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ

議 会 費 1,005 1,014 △ 9 △ 0.8

総 務 費 34,147 48,286 △ 14,138 △ 29.3

文化・教育・くらし創造費 34,712 36,859 △ 2,147 △ 5.8

福 祉 保 険 費 97,378 91,326 6,053 6.6

医 療 政 策 費 67,870 44,616 23,254 52.1

水循環・森林・景観環境費 7,528 8,539 △ 1,012 △ 11.8

雇 用 政 策 費 1,290 1,096 194 17.7

食 と 農 の 振 興 費 10,302 9,079 1,223 13.5

産 業 ・ 観 光 振 興 費 26,667 22,753 3,914 17.2

県 土 マ ネ ジ メ ン ト 費 74,601 73,706 895 1.2

警 察 費 29,837 28,906 931 3.2

教 育 費 105,219 107,160 △ 1,941 △ 1.8

災 害 復 旧 費 3,343 2,372 971 40.9

公 債 費 81,948 96,380 △ 14,432 △ 15.0

諸 支 出 金 54,329 49,164 5,165 10.5

予 備 費 0 0 0 0.0

合 計 630,177 621,255 8,921 1.4

比 較
款　　別

８

（２） 目的別

積立金 ３３，２０３［３７，２８６］ △４，０８４ △１１．０％

・医大・医療センター等整備基金（＋7,996）や新型コロナウイルス感染症対応中小企業金

融支援基金（＋3,000）等への積立てが増加した一方、令和２年度に、奈良県道路公社清

算金収入を積み立てた地域・経済活性化基金（△14,010）等への積立てが減少。

単位：百万円、［ ］内は令和２年度決算額



４ 特別会計の状況

９

(単位：百万円、％）

令和２年度

最 終 予 算額 歳入決算額 歳出決算額 差 引 歳出決算額 増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D

公立大学法人
県立医科大学
関 係 経 費

12,458 11,611 11,611 0 12,009 △ 398 △ 3.3

県 営 競 輪
事 業 費

29,229 28,586 28,436 150 18,657 9,780 52.4

自動車駐車場
及 び 自 動 車
乗 降 場 費

140 151 131 20 171 △ 40 △ 23.4

母子父子寡婦
福 祉 資 金
貸 付 金

117 289 48 241 55 △ 8 △ 14.2

農業改良資金
貸 付 金

61 63 53 11 31 21 67.9

中小企業振興
資 金 貸 付 金

456 1,316 262 1,055 320 △ 58 △ 18.3

証 紙 収 入 3,055 2,787 2,612 175 2,607 6 0.2

林業改善資金
貸 付 金

195 295 108 187 93 15 16.1

中央卸売市場
事 業 費

1,911 1,748 1,732 16 846 886 104.8

公 債 管 理 146,892 146,670 146,670 0 139,615 7,055 5.1

育 成 奨 学 金
貸 付 金

103 1,337 54 1,283 63 △ 8 △ 13.0

地方独立行政
法人県立病院
機構関係経費

8,337 8,060 8,060 0 6,716 1,345 20.0

国民健康保険
事 業 費

138,734 140,086 136,837 3,249 122,064 14,772 12.1

合 計 341,688 343,000 336,614 6,387 303,247 33,366 11.0

【参　　考】 (単位：百万円、％）

令和２年度

最 終 予 算額 収入決算額 支出決算額 差 引 支出決算額 増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｄ (C-D)Ｅ E／D

収入  11,906

支出  10,532

収入  13,414

支出  13,414

比 較

会 計 名

令 和 ３ 年 度

公 営 企 業
会 計

(収益的収支)

令 和 ３ 年 度 比 較

12,595 307 2.4
流 域 下 水 道
事 業 費

12,928 12,902 26

水道用水供給
事 業 費

12,126 9,942 2,184 9,830 112 1.1



R３ R２ 早期健全化基準 財政再生基準

「 － 」
(△0.44％)

「 － 」
(△0.46％)

3.75% 5%

「 － 」
(△9.88％)

「 － 」
(△10.46％)

8.75% 15%

9.0% 8.5% 25% 35%

115.3% 137.4% 400% ―

　※　実質赤字比率、連結実質赤字比率は、実質赤字がないため、（　　）内に黒字の比率を△で表している

　※　早期健全化基準 ： 自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準

　　　　　→ 財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

　※  財政再生基準    ： 国の関与による確実な再生が必要な水準

　　　　　→ 財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等

 実質赤字比率
　・一般会計等（公営企業・公営事業を除く会計）の
　  実質赤字の比率

 連結実質赤字比率
　・全ての会計の実質赤字の比率

 実質公債費比率
　・公債費・公債費に準じた経費の比重を示す比率

 将来負担比率
　・地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき
    実質的な負債を捉えた比率

R３ R２ 経営健全化基準

―
(△266.1%)

―
(△243.5%)

―
(△41.7%)

―
(△33.5%)

―
(△3.1%)

―
(△0.8%)

　※　資金不足がないため、（　　）内に資金剰余の比率を△で表している

　※　経営健全化基準 ： 自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準

　　　　　→ 経営健全化計画の策定、外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

20%

 中央卸売市場事業

 水道用水供給事業

 流域下水道事業
 資金不足比率
　・公営企業ごとの資金不足の比率

◇「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率等

を算定。 （一定の基準を超えた場合には、財政健全化計画等の策定が必要。）

◇本県の指標は、いずれも基準をクリア。

５ 財政状況の指標（速報値）

１０

公営企業の資金不足比率

※今後の精査により、数値に異動

が生じることがあります。

健全化判断比率



1,026 1,043 1,069 1,078
1,165 1,155

1,210 1,200 1,208 1,212
1,273

143 133 143
182

308
262

257
307 283

342
377

1,169 1,176 1,212
1,260

1,474
1,417

1,467 1,508 1,491
1,554

1,650

0
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1,000

1,200

1,400
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1,800

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

あ

あ

（億円）

県税収入等

・R３の県税収入額はH２３と比べ約２５０億円増加
・H２３～R３の１０年間での増加額は累計約１，３５０億円

・地方消費税清算金（収入－支出）を加えると、H２３と比べ約４８０億円増加
・H２３～R３の１０年間での増加額は累計約２，５２０億円

1,169

1,650

1,026

1,273

県税収入額

地方消費税清算金（収入－支出）額

１１

県債残高総額のピーク

ピーク時から約１,０５０億円減少

県債残高総額

あ10,700

あ9,646

Ｈ２６．４～
消費税率
５％→８％

消費税清算
基準の見直し

Ｒ１．１０～
消費税率
８％→１０％



180 183 186
225 239 255 265 254 241 239 235

333 350
392

442

481
485 487

388

290

138 137

0

100
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300

400

500

600

700

800

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

513
533

579

667

720
740 752

642

530

376 373

4,384 4,346
4,163

4,052
3,959 3,873

3,774
3,676 3,605 3,577 3,541

1,026 1,043 1,069 1,078 1,165 1,155 1,210 1,200 1,208 1,212 1,273

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

１２

１０年間で比率が改善

4.3倍 2.8倍4.2倍 3.9倍 3.8倍 3.4倍 3.4倍 3.1倍 3.1倍 3.0倍 3.0倍

（億円）

交付税措置のない県債残高／県税収入額

交付税措置のない県債残高と県税収入額

財政調整基金・県債管理基金の残高

（億円）

交付税措置のない県債は
１０年間で約８４０億円減少

4,384

3,541

県税収入額

財政調整基金

県債管理基金



義務的経費の状況

１３

普通建設事業の状況

40,359
44,291

52,689

43,950 44,067
39,241 39,016 36,390

43,848

52,759 52,704

12,138
10,483

9,794

15,198 14,057
19,489

14,422 18,291

29,252

23,764 24,040

11,186
10,010

6,960
7,438 9,744 10,131

8,814
14,162

9,785
12,059 10,625

13.0 

14.0 
14.7 

13.8 
13.5 

14.4 

12.9 

13.8 

16.2 

14.3 13.9 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

直轄事業

単独事業

補助事業

歳出全体に占める割合

（％）（百万円）

63,683

69,443
66,586

62,252
64,784

68,84368,86067,867

88,582

82,885

87,369

(1,616) (1,607)
(1,440) (1,500) (1,478) (1,477) (1,469) (1,459) (1,453) (1,449) (1,419)

(137) (133)
(135) (138) (145) (146) (150) (150) (154) (156) (169)

(742) (760)
(771) (777) (784) (800) (787) (880) (896) (963)

(817)

2,448 
2,145 2,390 2,403 

2,595 
2,378 2,434 

2,493 2,611 
3,646 3,897 

50.5 

53.8 

49.5 50.1 

48.1 

50.5 
49.7 50.0 48.9 

41.3 

38.2 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

その他の経費

(公債費)

(扶助費) 義務的経費

(人件費)

義務的経費決算額の構成比

（億円） （％）

義務的経費の構成比

4,645
4,818

4,736 5,001

4,982

6,302

4,943

2,4062,500 2,4232,345 2,4062,495 2,4052,416

4,801

2,567

4,839

2,489

6,213

5,114

2,503



主な社会保障関係経費の状況

１４

11,840 12,688 13,380 14,205 14,456 14,750 15,083 15,472 16,132 16,859 17,370

12,628
13,186

14,068
14,434 15,062

15,856
16,497

17,110
17,992

18,239
18,6283,534

4,007

4,350
4,722

5,144
5,457

5,823
6,197

6,550
6,818

7,776

2,903

3,323

3,324

3,272
3,212

3,150
3,078

3,008

2,929
2,866

2,790

10,255

11,844

11,754

12,491

13,174
13,042

12,753
12,750

12,692
12,709

12,732

5,240

5,342

5,426

5,589

5,824
5,647

5,685
5,505

5,397
5,139

5,192

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

（百万円）

生活保護費

国民健康保険関係事業費

児童手当（子ども手当）負担金

障害者自立支援給付費

後期高齢者医療制度関係費

介護給付費負担金

50,390

54,713

60,042

生活保護費の性質は扶助費、その他の性質は補助費等及び繰出金

52,302

57,902
56,872

58,919

61,692
62,630

64,489

46,400


